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精密減速機の売上は、期首や２Q時に説明した状況(下期回復）には至らず。 
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CMPにおいては減収したが、他事業は総じて売上高は増加した。 
OVALO社については18年の52億円の減損が無くなったことにより増益。 
一方でリース資産はIFRS16号の適用によりオンバランスとなった結果、その資産額に
ついても回収が必要となった。 
OVALO影響を除けばほぼ18年並みの結果となった。 
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2020年については、コロナウィルス等の影響は織り込んでいない。 
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売上の増加については、精密減速機の増収を一定量織り込んでいる。 
販管費の減については、遊休固定資産の売却益15億円を含めている。 
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精密減速機については上期300億円、下期325億円とやや下期偏重としている。 
300億円の内、約180億円の受注残高を持っている。 
CMPの利益率については15.8%であり、18年度の利益率にはまだ及ばない。 
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20年の営業利益についてはOVALOの減損の影響が無くなることに加え、19年からAudi
向けの量産が立ち上がっている効果があり増益の見通し。 
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20年度はプラットホームドア案件が減少し、オリンピック期間中の物流の関係で工事が

進まなくなる分を含めている。なおコロナウィルスの影響については織り込んでいな
い。 
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16年に中期計画を立てたときには13%からスタートしている。 

精密減速機はなだらかに増収する計画であったが米中貿易摩擦の影響により落ち込
んでいる。 
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大きく差があるのは精密減速機。17年に大きな需要があったが、その反動減や米中貿
易摩擦により設備投資需要が低迷した。 
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2020年の配当性向は44.1%で配当額は82円だが、20年にROE15%を達成した場合に出
し得た利益額から配当性向35%を逆算した金額である。 
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ガバナンスにおいては相談役・顧問制度を廃止した。20年には社外取締役比率を30%
から1/3へ向上させたい。 
また、女性管理職の比率も向上させていく。 

社会においては、業務改革推進室を設置して以降、テレワークの導入や働き方改革を
進めている。今年度についてはオフィス変革も行っていく。 

環境においては、引き続き太陽光発電の設置も進め、工場のスマート化や見える化の
推進を進める。 
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